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日本企業の決算報告 2010年
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以下に掲げる財務諸表は、現代を代表する日本企業の 2008年度および 2009年度の決算報告

の要約版です。この程度の要約財務諸表から､それぞれの企業の体質的な特徴をどのくらい読み

取ることができるのでしょうか？

現実の世界で見かけるそれぞれの企業の製品、サービスや店舗、新聞紙上などで見聞きする

情報などをすべて思い起こしながら､企業の実態について推論をめぐらせてください（ただし分

析は最近期 2009年度データを中心に行ってください）。

【設問】

⑴A社から E社は、下記に掲げた企業のいずれかに対応します。財務諸表を眺めた上で､ど

の企業に対応するものか、線で結んでください。　　　

A社　・　　　　　　　　・ 三菱商事㈱ 

B社　・　　　　　　　　・ 日産自動車㈱

C社　・　　　　　　　　・ スズキ㈱

D社　・　　　　　　　　・ 新日本製鐵㈱

E社　・　　　　　　　　・ 国際石油開発帝石㈱

 

⑵これらの財務諸表から､それぞれの企業の体質的な特徴 ､経営戦略や事業モデルなどに関

して､思いつくものをすべて挙げてください。

  （注）C社が採用する会計基準は米国基準、その他の企業は日本基準です。注記の「セグメント別」記載欄の「調整」とは、「部門

間取引の消去」および「本社または全社共通部門」の数値です。


